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健康増進法（抄） 

平成１４年８月２日 法律第１０３号 

最終改正：令和４年６月２２日  法律第６７号 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、我が国における急速な高齢化の進展及び疾病構造の変化に伴い、国

民の健康の増進の重要性が著しく増大していることにかんがみ、国民の健康の増進の総

合的な推進に関し基本的な事項を定めるとともに、国民の栄養の改善その他の国民の健

康の増進を図るための措置を講じ、もって国民保健の向上を図ることを目的とする。 

 

第四章 保健指導等 

（都道府県による専門的な栄養指導その他の保健指導の実施） 

第十八条 都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、次に掲げる業務を行うものとす

る。 

一 （略） 

二 特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設に対し、栄養管理の実施に

ついて必要な指導及び助言を行うこと。 

三 前二号の業務に付随する業務を行うこと。 

２ （略） 

（栄養指導員） 

第十九条 都道府県知事は、前条第１項に規定する業務（同項第１号及び第３号に掲げる

業務については、栄養指導に係るものに限る。）を行う者として、医師又は管理栄養士の

資格を有する都道府県、保健所を設置する市又は特別区の職員のうちから、栄養指導員

を命ずるものとする。 

 

第五章 特定給食施設等 

          第一節 特定給食施設における栄養管理 

（特定給食施設の届出） 

第二十条 特定給食施設（特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設のうち

栄養管理が必要なものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。）を設置した

者は、その事業の開始の日から１月以内に、その施設の所在地の都道府県知事に、厚生

労働省令で定める事項を届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出をした者は、同項の厚生労働省令で定める事項に変更を生じた

ときは、変更の日から１月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出なければならな

い。その事業を休止し、又は廃止したときも、同様とする。 

（特定給食施設における栄養管理） 

第二十一条 特定給食施設であって特別の栄養管理が必要なものとして厚生労働省令で定

めるところにより都道府県知事が指定するものの設置者は、当該特定給食施設に管理栄

養士を置かなければならない。 
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２ 前項に規定する特定給食施設以外の特定給食施設の設置者は、厚生労働省令で定める

ところにより、当該特定給食施設に栄養士又は管理栄養士を置くように努めなければな

らない。 

３ 特定給食施設の設置者は、前二項に定めるもののほか、厚生労働省令で定める基準に

従って、適切な栄養管理を行わなければならない。 

（指導及び助言） 

第二十二条 都道府県知事は、特定給食施設の設置者に対し、前条第１項又は第３項の規

定による栄養管理の実施を確保するため必要があると認めるときは、当該栄養管理の実

施に関し必要な指導及び助言をすることができる。 

（勧告及び命令） 

第二十三条 都道府県知事は、第 21条第１項の規定に違反して管理栄養士を置かず、若し

くは同条第３項の規定に違反して適切な栄養管理を行わず、又は正当な理由がなくて前

条の栄養管理をしない特定給食施設の設置者があるときは、当該特定給食施設の設置者

に対し、管理栄養士を置き、又は適切な栄養管理を行うよう勧告をすることができる。 

２ 都道府県知事は、前項に規定する勧告を受けた特定給食施設の設置者が、正当な理由

がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該特定給食施設の設置者に対し、

その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

（立入検査等） 

第二十四条 都道府県知事は、第２１条第１項又は第３項の規定による栄養管理の実施を

確保するため必要があると認めるときは、特定給食施設の設置者若しくは管理者に対し、

その業務に関し報告をさせ、又は栄養指導員に、当該施設に立ち入り、業務の状況若し

くは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査又は質問をする栄養指導員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

第九章 罰則 

第七十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。 

一 第２３条第２項の規定に基づく命令に違反した者 

二 （略） 

第七十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

 一 第２４条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対し

て答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者 

 二 （略） 

第七十五条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、第７２条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対して各本条の刑を科する。 
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健康増進法施行規則 (抄 ) 

平成１５年４月３０日  厚労省令第８６号  

最終改正：令和６年１２月２７日  厚生労働省令第１６４号 

 

健康増進法（平成十四年法律第百三号）第十一条第一項、第十二条第二項、

第十五条、第二十条第一項、第二十一条、第二十六条第一項、同条第二項及

び第五項（第二十九条第二項において準用する場合を含む。）並びに第三十

一条第一項並びに第二項第二号及び第三号の規定に基づき、並びに同法を実

施するため、健康増進法施行規則を次のように定める。  

 

(特定給食施設 ) 

第五条  法第二十条第一項の厚生労働省令で定める施設は、継続的に一回百

食以上又は一日二百五十食以上の食事を供給する施設とする。  

（特定給食施設の届出事項）  

第六条  法第二十条第一項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとす

る。  

一  給食施設の名称及び所在地  

二  給食施設の設置者の氏名及び住所（法人にあっては、給食施設の設置

者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）  

三  給食施設の種類  

四  給食の開始日又は開始予定日  

五  一日の予定給食数及び各食ごとの予定給食数  

六  管理栄養士及び栄養士の員数  

（特別の栄養管理が必要な給食施設の指定）  

第七条  法第二十一条第一項の規定により都道府県知事が指定する施設は、

次のとおりとする。  

一  医学的な管理を必要とする者に食事を供給する特定給食施設であって、

継続的に一回三百食以上又は一日七百五十食以上の食事を供給するもの  

二  前号に掲げる特定給食施設以外の管理栄養士による特別な栄養管理を

必要とする特定給食施設であって、継続的に一回五百食以上又は一日千

五百食以上の食事を供給するもの  

（特定給食施設における栄養士等）  

第八条  法第二十一条第二項の規定により栄養士又は管理栄養士を置くよう

に努めなければならない特定給食施設のうち、一回三百食又は一日七

百五十食以上の食事を供給するものの設置者は、当該施設に置かれる

これらの者のうち少なくとも一人は管理栄養士であるように努めなけ

ればならない。  

(栄養管理の基準 ) 

第九条  法第二十一条第三項の厚生労働省令で定める基準は、次のとおりと  

する。  
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一  当該特定給食施設を利用して食事の供給を受ける者（以下「利用者」

という。）の身体の状況、栄養状態、生活習慣等（以下「身体の状況等」

という。）を定期的に把握し、これらに基づき、適当な熱量及び栄養素

の量を満たす食事の提供及びその品質管理を行うとともに、これらの評

価を行うよう努めること。  

二  食事の献立は、身体の状況等のほか、利用者の日常の食事の摂取量、

嗜好等に配慮して作成するよう努めること。  

 三  献立表の掲示並びに熱量及びたんぱく質、脂質、食塩等の主な栄養成    

  分の表示等により、利用者に対して、栄養に関する情報の提供を行うこ  

と。  

 四  献立表その他必要な帳簿等を適正に作成し、当該施設に備え付けるこ  

と。  

五  衛生の管理については、食品衛生法（昭和二十二年法律第二百二十三

号）その他関係法令の定めるところによること。  

（栄養指導員の身分を証す証票）  

第十条  法第二十四条第二項に規定する栄養指導員の身分を示す証明書は、

別記様式第二号による。
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特定給食施設における栄養管理に関する指導・支援等について 

健健発０３３１ 第２号 令和２年３月３１日 

厚生労働省健康局健康課長から 

各都道府県・各政令市・各特別区衛生主管部（局）長 あて 

 

特定給食施設の栄養管理に関しては、健康増進法（平成１４年法律第１０３号） 

に基づき実施されているところである。 

特定給食施設における栄養管理に関する指導・支援等については、別添１を参 

考にしていただくとともに、別添２の内容について御了知の上、特定給食施設へ 

の周知等、対応方よろしく御配慮願いたい。 

なお、特定給食施設の指導等に係る事務は、都道府県、保健所設置市及び特別 

区の自治事務（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２条第８項）であり、本 

通知は、地方自治法第２４５条の４第１項の技術的助言であることを付言する。 

また、本通知の施行に伴い、「特定給食施設における栄養管理に関する指導及 

び支援について」（平成２５年３月２９日付け健が発０３２９第３号厚生労働省健

康局がん対策・健康増進課長通知）は廃止する。 
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別添１ 

特定給食施設における栄養管理に関する指導・支援等について 

           (令和２年３月３１日付け健健発０３３１第２号別添１) 

 

第１ 特定給食施設等に関する基本的事項について 

 

１  特定給食施設は、健康増進法（平成１４年法律第１０３号。以下「法」という。）第２

０条第１項に規定される施設であり、特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給す

る施設のうち栄養管理が必要なもの（継続的に１回１００食以上又は１日２５０食以上

の食事を供給する施設）をいう。 

なお、施設外で調理された弁当等を供給する施設であっても、当該施設の設置者が、

当該施設を利用して食事の供給を受ける者に一定の食数を継続的に供給することを目的

として、弁当業者等と契約をしている場合には特定給食施設の対象となること。 

 

２  特定給食施設に対する指導を効率的に行う観点から、関係施設の設置者、管理者等の

理解と協力を得ながら、法第２０条第１項の届出が適切に行われるよう対応すること。 

なお、同一敷地内に施設の種類や利用者（特定給食施設を利用して食事の供給を受け

る者をいう。以下同じ。）の特性が明らかに異なる特定給食施設が複数設置されている場

合は、それぞれ別の特定給食施設として届出をさせることが適当である。 

 

３ 法第２２条に基づく特定給食施設の設置者に対する指導及び助言は、都道府県知事（保

健所を設置する市又は特別区にあっては市長又は区長。）が法第２１条第１項又は第３項

の規定による栄養管理の実施を確保するために必要があると認めるときに行うものであ

る。そのため、法第２２条に基づく指導及び助言を行う場合には、その内容等について

は慎重に判断すること。 

 

４  法第２４条に基づく立入検査等は、法第２２条に基づく指導及び助言や法第２３条に

基づく勧告及び命令を行うことを前提としたものである。 

 

５  法第１８条第１項第２号に基づく指導及び助言は、特定給食施設のほか、特定かつ多

数の者に対して継続的に食事を供給する施設として各自治体の条例等に基づき把握され

る特定給食施設以外の施設（以下「その他の施設」という。）も対象となる。 

また、当該指導及び助言は、栄養指導員が栄養管理の実施に関し必要な事項について

行うものであり、例えば、特定給食施設及びその他の施設（以下「特定給食施設等」と

いう。）において最低限の栄養管理が行われているものの、よりよい食事の供給を目指す

ために助言をするような場合も想定される。 
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第２ 法第１８条第１項第２号に基づく指導・助言等に係る留意事項について 

 

１ 現状分析に基づく効率的・効果的な指導・支援等の実施について 

⑴  地域全体の食環境が向上するよう、管内施設全体の栄養管理状況及び地域の 

課題を踏まえた上で、課題解決に向けて効果的な指導計画を作成し、計画的に 

指導・支援等を行うこと。 

⑵  管理栄養士又は栄養士の配置状況を分析し、未配置施設においても適切な栄 

養管理がなされるよう指導計画を作成するとともに、管理栄養士又は栄養士の 

配置が促進するよう助言すること。 

⑶  病院・介護老人保健施設等については、地域の医療・介護等の質の向上を図 

る観点から、管内の医療機関等と必要なネットワークの構築に向けた調整を行 

い、入退院（入退所)前後の連携を促す支援も行うこと。 

⑷  専門職としての高度な技能の確保に向けた取組については、職能団体の協力 

が得られるよう調整することとし、自治体が行う研修等と連携又は棲み分けを 

行い、計画的に当該地域の管理栄養士・栄養士の教育を行うこと。 

⑸  事業所については、利用者に応じた食事の提供とともに、特定健診・特定保 

健指導等の実施もあわせ、利用者の身体状況の改善が図られるよう、指導・支援

等を行うこと。 

⑹  特定給食施設等に対して、他法令に基づく指導等を行う部署とは定期的に情 

報共有を行い、効果的な指導・助言のための連携体制の確保に努めること。 

なお、学校への指導については、教育委員会と連携して行うこと。 

⑺  給食業務を委託している場合は、栄養管理の責任は施設側にあるので、委託 

事業者の業務の状況を定期的に確認させ、必要な指示を行わせること。 

⑻  栄養改善の効果を挙げている好事例を収集し、他の特定給食施設へ情報提供 

するなど、効果的な実践につながる仕組みづくりに努めること。 

⑼  その他の施設に対する指導・支援等に関しては、地域全体の健康増進への効 

果の程度を勘案し、より効率的・効果的に行うこと。 

 

２ 特定給食施設等における栄養管理の評価と指導計画の改善について 

⑴  各施設の栄養管理の状況について、施設の種類別、管理栄養士・栄養士の配 

置の有無別等に評価を行うなど、改善が必要な課題が明確となるような分析を 

行うこと。 

⑵  評価結果に基づき、課題解決が効率的・効果的に行われるよう、指導計画の 

改善を図ること。また、評価結果については、研修等の企画・立案の参考にす 

るとともに、関係機関や関係者と共有する体制の確保に努めること。 

⑶  利用者の身体状況の変化や栄養管理の状況等について評価を行い、栄養 

管理上の課題を抽出し、その課題から指導・支援等を重点的に行う施設の抽出 

を行うこと。 

⑷  栄養管理上の課題抽出に当たっては、特に児童福祉施設、学校、事業所、寄 

宿舎等の健康増進を目的とした施設において提供される食事のエネルギー量の
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過不足の評価については、肥満及びやせに該当する者の割合の変化を参考にする

こと。 

なお、提供栄養量の評価に当たっては、身体状況等の変化から給与栄養目標量

の設定が適切であるかの確認を併せて行うことが重要であり、単に施設が設定し

た目標量と提供量が乖離していることをもって不足又は過剰と判断することは適

切ではないこと。 

⑸  特定給食施設等に対し、栄養管理の状況について報告を求める場合には、客 

観的に効果が評価できる主要な項目とすること。例えば、医学的な栄養管理を

個々人に実施する施設に対し、給与栄養目標量や摂取量の平均的な数値の報告を

求める必要性は乏しく、身体状況の変化等から栄養管理に課題のある可能性の高

い利用者に提供される食事の内容等を優先的に確認し、評価すること。 

ただし、利用者の多くに栄養管理上の課題が見受けられる場合には、基本と 

なる献立（個別対応用に展開する前の献立）に課題がある可能性が高いため、施

設の状況に応じて指導・助言等を行うこと。 

⑹  病院・介護老人保健施設等については、栄養管理を行うために必要な連携体制

が構築され、適切に機能しているかを確認すること。 

⑺  栄養管理上の課題が見られる場合には、施設長に対し、評価結果を踏まえた 

課題解決への取組を促すこと。また、必要に応じて、改善状況又は改善計画につ

いて報告を求めること。 

 

３  危機管理対策について 

⑴  健康危機管理対策の一環として、災害等に備え、食料備蓄の確保を促すとと 

もに、期限前の有効活用について助言すること。 

⑵  災害等発生時でも適切な食事が供給されるよう、特定給食施設が担う役割を 

整理し、施設内及び施設間の協力体制の整備に努めること。 

 

第３  管理栄養士を置かなければならない特定給食施設について 

特定給食施設のうち、健康増進法施行規則（平成１５年厚生労働省令第８６号。

以下「規則」という。）第７条各号に掲げる施設については、法第２１条第１項

の規定により管理栄養士を置かなければならないこととされているところ、これ

らの施設を指定する場合の運用の留意点は以下のとおりである。 

なお、特定給食施設に該当するか否かの判断において、例えば、病院内の職員

食堂など当該施設の利用者以外の者に供給される食数も含めることとしても差し

支えないが、管理栄養士を置かなければならない施設として指定する際の食数に

ついては、除外することが適当である。 

 

１ 規則第７条第１号の指定の対象施設（一号施設）について 

⑴  規則第７条第１号に掲げる特定給食施設（以下「一号施設」という。）とは、 

病院、介護老人保健施設又は介護医療院（以下「病院等」という。）に設置さ 

れる特定給食施設であって、１回３００食以上又は１日７５０食以上の食事を供
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給するものをいうこと。 

⑵  供給食数の実績が１回３００食未満及び１日７５０食未満の特定給食施設で 

あっても、許可病床数（又は入所定員)３００床(人)以上の病院等に設置されて  

いる特定給食施設は、一号施設とすること。 

なお、⑴で示したとおり、１日の食事の供給数が７５０食以上であれば、許可 

病床数（又は入所定員）が３００床（人）未満の場合であっても、一号施設とす

ること。 

⑶  病院等を含む複数の施設を対象に食事を供給する特定給食施設については、 

当該病院等の許可病床数（入所定員）の合計が３００床（人）以上である場合に、

一号施設とすること。 

 

２ 一号施設以外の特定給食施設 

⑴  規則第７条第２号に掲げる特定給食施設(以下「二号施設」という。) とは、 

以下の①から⑥に該当する施設のうち、継続して１回５００食以上又は１日１，

５００以上の食事を供給するものをいうこと。 

① 生活保護法第３８条に規定する救護施設及び更正施設 

② 老人福祉法第５条の３に規定する養護老人ホーム、特別養護老人ホーム及 

び軽費老人ホーム 

③ 児童福祉法第３７条に規定する乳児院、同法第４１条に規定する児童養護 

 施設、同法第４２条第１号に規定する福祉型障害児入所施設、同法第４３条 

の２に規定する児童心理治療施設、同法第４４条に規定する児童自立支援施 

設 

④ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法第１１条第１項の 

規定により設置する施設 

⑤ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 

１１項に規定する障害者支援施設 

⑥ 事業所、寄宿舎、矯正施設、自衛隊等（以下「事業所等」という。） 

⑵ 複数施設を対象に食事を供給する特定給食施設については、１(3)に該当す 

る場合を除き、一号施設又は二号施設の対象となる施設種別である施設に供給 

する食事数の合計が１回５００食以上又は１日１，５００食以上である場合に 

は、二号施設とすること。 

この場合、病院等に対し１回に供給する食数については、供給食数の実績で 

はなく、許可病床数又は入所定員数（１日に供給する食事数については、許可 

病床数又は入所定員数の３倍の数）として取り扱うものとすること。 

３ その他、社会福祉施設等に食事を供給する特定給食施設について 

⑴ 法第２１条第１項の指定の対象施設となる特定給食施設のうち、法令等によ 

り栄養士を必置とされている複数の社会福祉施設及び児童福祉施設(以下「社 

会福祉施設等」という。) に限り食事を供給する施設にあっては、それぞれの 

社会福祉施設等に配置されている栄養士が各施設において栄養業務を行って 

いることに鑑み、法第２１条第１項の指定の対象施設となる社会福祉施設等に
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供給される食事数が１回５００食以上又は１日１，５００食以上となるものが

ある場合には、二号施設とみなされること。 

⑵ 特定給食施設が複数の施設に食事を供給する場合であって、当該供給先の施

設に法令等により栄養士を必置としない施設を含むときは、特定の対象者に継

続的に食事を供給し、一号施設又は二号施設の対象となる施設種別である施設

に供給される食事数が１回５００食以上又は１日１，５００食以上となる場合

に、二号施設とみなされること。 

ただし、供給先の施設を特定給食施設等として把握し、個別に管理する場 

合には、食数から除外することとし、重複することのないようにすること。 

⑶ 事業所等に対し食事を供給する特定給食施設にあっては、当該特定給食施設

により事業所等に供給される食事が主として事業所等に勤務又は居住する者に

より喫食され、かつ、事業所等で勤務又は居住する者の概ね８割以上が当該給

食施設で供給する食事を喫食するものであって１回５００食以上又は１日１，

５００食以上供給する場合、二号施設とみなされること。 
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別添２ 

特定給食施設が行う栄養管理に係る留意事項について 

(令和２年３月３１日付け健健発０３３１ 第２号別添２) 

 

第１ 趣旨 

健康増進法（平成１４年法律第１０３号。以下「法」という。）第２０条の規定

に基づき設置・届出された特定給食施設において、当該特定給食施設の設置者は、

法第２１条第３項の規定により、健康増進法施行規則（平成１５年厚生労働省令第

８６号）第９条の基準(以下「栄養管理基準」という。) に従って適切な栄養管理

を行わなければならないこととされているところ、本留意事項は、その運用上の留

意点を示したものである。 

特定給食施設の設置者及び管理者は、適切な栄養管理がなされるよう、体制 

を整えること。 

なお、給食業務を委託している場合にあっては、栄養管理の責任は施設側にある

ので、委託事業者の業務の状況を定期的に確認し、必要な指示を行うこと。 

 

 

第２ 特定給食施設が行う栄養管理について 

１ 身体の状況、栄養状態等の把握、食事の提供、品質管理及び評価について 

⑴ 利用者の性、年齢、身体の状況、食事の摂取状況、生活状況等を定期的に把 

握すること。 

なお、食事の摂取状況については、可能な限り、給食以外の食事の状況も把 

  握するよう努めること。 

⑵ ⑴で把握した情報に基づき給与栄養量の目標を設定し、食事の提供に関する 

計画を作成すること。 

なお、利用者間で必要な栄養量に差が大きい場合には、複数献立の提供や量 

の調整を行う等、各利用者に対して適切な選択肢が提供できるよう、工夫する 

こと。複数献立とする場合には、各献立に対して給与栄養量の目標を設定するこ

と。 

⑶ ⑵で作成した計画に基づき、食材料の調達、調理及び提供を行うこと。 

⑷ ⑶で提供した食事の摂取状況を定期的に把握するとともに、身体状況の変化を 

把握するなどし、これらの総合的な評価を行い、その結果に基づき、食事計画の

改善を図ること。 

⑸ なお、提供エネルギー量の評価には、個々人の体重、体格の変化並びに肥満及 

びやせに該当する者の割合の変化を参考にすること。 

ただし、より適切にエネルギー量の過不足を評価できる指標が他にある場合は

この限りではない。 

 

２ 提供する食事（給食）の献立について 

⑴ 給食の献立は、利用者の身体の状況、日常の食事の摂取量に占める給食の割 
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合、嗜好等に配慮するとともに、料理の組合せや食品の組合せにも配慮して作 

成するよう努めること。 

⑵  複数献立や選択食(カフェテリア方式)のように、利用者の自主性により料理 

の選択が行われる場合には、モデル的な料理の組合せを提示するよう努めるこ 

と。 

３ 栄養に関する情報の提供について 

⑴ 利用者に対し献立表の掲示や熱量、たんぱく質、脂質、食塩等の主要栄養成

分の表示を行うなど、健康や栄養に関する情報の提供を行うこと。 

⑵ 給食は、利用者が正しい食習慣を身に付け、より健康的な生活を送るために 

必要な知識を習得する良い機会であるため、各々の施設の実情に応じ利用者等 

に対して各種の媒体を活用することなどにより知識の普及に努めること。 

４ 書類の整備について 

⑴ 献立表など食事計画に関する書類とともに、利用者の身体状況など栄養管理

の評価に必要な情報について適正に管理すること。 

⑵  委託契約を交わしている場合は、委託契約の内容が確認できるよう委託契約 

書等を備えること。 

５ 衛生管理について 

給食の運営は、衛生的かつ安全に行われること。具体的には、食品衛生法（昭和

２２年法律第２３３号）、「大規模食中毒対策等について」（平成９年３月２４日 

付け衛食第８５号生活衛生局長通知）の別添「大量調理施設衛生管理マニュアル」

その他関係法令等の定めるところによること。 

 

 

第３ 災害等の備え 

災害等発生時であっても栄養管理基準に沿った適切な栄養管理を行うため、平 

時から災害等発生時に備え、食料の備蓄や対応方法の整理など、体制の整備に努 

めること。 
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特定給食施設における栄養管理等について 

（令和２年４月１日 事務連絡） 

厚生労働省健康局健康課栄養指導室から 

各都道府県・各政令市・各特別区衛生主管部（局）長あて 

 

 

特定給食施設の栄養管理に関しては、健康増進法（平成14年法律第103号）に基

づき実施されており、健康日本２１（第二次）において、「利用者に応じた食事の

計画、調理及び栄養の評価、改善を実施している特定給食施設の割合の増加」が目

標の一つとして位置づけられています。当該目標に関する評価基準については、「特

定給食施設における栄養管理に関する指導及び支援について」（平成25年３月29日

付け厚生労働省健康局がん対策・健康増進課長通知）においてお示ししていました

が、健康日本２１（第二次）中間評価において当該目標の評価基準の見直しを行っ

たところです。また、介護保険法（平成９年法律第123号）改正に伴って介護医療

院が新設されましたが、当該施設も特定給食施設の対象となると考えられます。以

上を踏まえ、課長通知及び衛生行政報告例の報告表を改正しましたので、その概要

をお知らせします。 

 

1. 健康日本２１（第二次）における個別目標の評価基準について 

(1) 健康日本２１（第二次）中間評価において、当該目標の評価は特定給食施設 

の「管理栄養士・栄養士を配置している施設の割合」により行うこととしたこ 

と。 

なお、特定給食施設の「管理栄養士・栄養士を配置している施設の割合」に

ついては、引き続き衛生行政報告例により把握することとし、当該報告対象は

常勤配置された管理栄養士・栄養士とする。 

(2) （1）を踏まえて、令和２年度衛生行政報告例から、「健康増進を目的とした 

施設において、肥満及びやせに該当する者の割合が増加している施設に対して

指導・助言を行った件数」については把握しないこと。 

なお、これに伴って、平成25年度以降に発出した、肥満及びやせに該当する

者の割合が増加している施設に対する指導・助言に関する全ての事務連絡につ

いては、本事務連絡をもって廃止とする。 

ただし、「身長別標準体重の早見表及び肥満度判定区分の簡易ソフト」（※）

については、自治体の判断で、引き続き活用することとして差し支えない。 

 

（※）「特定給食施設における栄養管理に関する指導・助言について」（平成25年９月３日付け

厚生労働省がん対策・健康増進課栄養指導室事務連絡）の別添「肥満並びにやせに該当する者

の割合の評価方法について」に記載されている簡易ソフト。 

【ホームページ掲載先】 

・３歳以上の幼児の肥満度判定区分の簡易ソフト：

https://www.niph.go.jp/soshiki/07shougai/hatsuiku/ 
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・児童・生徒の肥満度判定簡易ソフト：

https://www.nibiohn.go.jp/activities/eiyo-shokuiku.html 

 

2. その他、課長通知の変更点について 

(1) 自治体向けの「特定給食施設における栄養管理に関する指導・支援等について」

と、施設向けの「特定給食施設が行う栄養管理に係る留意事項について」の構成

とし、施設に対して周知すべき事項を明確化したこと。 

(2) 特定給食施設等に関する基本的事項及び管理栄養士配置指定施設について、自

治体からの照会が多い事項を中心に、考え方を記載した。 

なお、今回追記された事項は、従前からの考え方を明記したものであり、新た

な見解を示すものではないこと。 

また、衛生行政報告例及び地域保健・健康増進事業報告に計上される実績の定

義については、各記入要領等を併せて確認いただきたい。 

(3) 特定給食施設等における栄養管理に関する考え方として、体重や体格の変化を

把握することが重要であることから、肥満・やせの状況については引き続き把握

し、必要な指導・助言を実施されたいこと。 

(4) 介護医療院について、管理栄養士を置かなければならない施設として指定する

際の分類を一号施設とし、令和２年度衛生行政報告例の施設種別に、新たに「介

護医療院」を追加したこと。 

 

 

 

 

 

 

 


